
 

学校職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則案について 

 

 

義務教育課  

高校教育課  

特別支援教育課  

 

１ 改正の理由 

  長野県学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成 28 年長野県条例第 

42 号）において、「義務教育学校」制度創設に係る所要の改正が行われることに伴い、

手当支給に係る規定について所要の改正を行う。 

 

 

２ 改正の内容 

  学校職員の特殊業務手当の支給範囲等を次のとおり改正する。 

 ⑴ 多学年学級担当手当 

支給範囲に義務教育学校の教諭、助教諭及び講師を加える。 

 ⑵ 教育業務連絡指導手当 

支給対象となる主任等に義務教育学校の教務主任、学年主任及び生徒指導主事（後 

期課程に係る業務を担当するものに限る。）を加える。 

 ⑶ 入学者選抜手当 

支給範囲に義務教育学校の第６学年及び第９学年の学級を担任する教育職員を加え

る。 

 

 

３ 施行期日 

  平成 28年４月１日 

 

 





 


